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平成１９年度予算編成方針（案）

Ⅰ 現在の経済情勢と本市の財政状況

国は、８月に発表された月例経済報告において、日本経済の先行き

は企業収益の改善、設備投資の増加など企業部門の好調さが家計へと

波及していくことにより、国内の民間需要に支えられてきた最近の２

年間ほどの景気の回復がさらに続いていくと見込んでおり、不安定な

中東情勢を背景とした原油価格の高騰が経済に与える影響に留意する

必要はあるものの、景気は緩やかに回復しつつあるとの見解を示した。

また、日銀も同様に景気は緩やかに拡大し、持続的な成長が続くと

の認識から、本年７月に、およそ５年ぶりにゼロ金利政策を解除した。

こうした経済情勢を受けて、本市の平成１７年度における市税収入は

前年度を約９億円上回り、景気の回復基調を裏付ける形となっている。

しかし、平成１７年度の歳入全体をみると、普通交付税は８年ぶり

に不交付団体となり約１．１億円の減収、一般財源の不足を補う臨時

財政対策債も約６．２億円の減収となるなど、財源確保は楽観視でき

る状況にはない。

歳出面においても、生活保護費や児童手当、児童扶養手当の約２．

２億円の増、団塊の世代の退職が本格化することによる退職手当の約

３．３億円の増などで義務的経費が増加し、平成１７年度の経常収支

比率は、９３．６％と依然高い数値のままで財政の硬直化が改善され

ておらず、投資的経費に充てる財源が極めて限られているのが現状で

あり、経常経費の削減に努めなければならない状況である。

このような中で、市民の安全・安心を柱とした福祉、環境、教育な
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どの諸施策を実施するためには、人件費や補助金の見直し、特別会計

への繰出金等の削減、さらには、行政改革の取り組みなどを推進し、

健全な財政運営を行わなければならない。

また、地方債の発行については、限られた財源を有効かつ効率的に

活用することと将来にわたる経費の公平な分担として投資的事業に欠

かせないものであるが、平成１８年度からは、起債が許可制から協議

制に移行し、今後は民間金融機関からの借入にあたって、地方自治体

の格付けが貸付けの判断材料となることが考えられ、健全財政の必要

性はここでも重要になってくる。

Ⅱ 平成１９年度の財政見通し

歳入については 「三位一体の改革」による国からの税源移譲に伴、

い実施される個人市民税率の１０％フラット化や定率減税の廃止など

により、平成１８年度当初予算と比べ、個人市民税では約２８億円の

増収を、また、法人市民税や固定資産税等を含めた市税全体では約３

２億円の増収を見込んでいる。一方で、税源移譲までの暫定的な措置

である所得譲与税や定率減税にともなう減収相当額の代替財源である

減税補てん債は、平成１８年度限り廃止、地方特例交付金についても

段階的に縮減される見込みであり、合わせて約２０億円の減収となる

と見込んでいる。

さらに、平成１８年度においても引き続き普通交付税は不交付、ま

た臨時財政対策債は特例地方債として存続する見込みであるものの、

発行可能額は大幅な減少となると思われる。こうしたことから、景気

の回復に伴う市税収入の好転が期待されるものの、歳入環境は依然厳

しい状況が続くと考えられる。



- 3 -

歳出については、平成１９年度から平成２１年度を計画期間とする

新総合計画後期基本計画第４次実施計画（以下「実施計画」という。 ）

の初年度であり、実施計画における重点施策と位置付けられている、

「安全・安心なまちづくりの推進 「次世代の育成 「産業の活性」、 」、

化と雇用の創出 「健康づくりの推進 「環境に配慮したまちづく」、 」、

りの推進」の５つの施策を実現するための諸事業とともに、実施計画

での重点事業である「辻堂駅西口周辺地区並びに香川地区及び浜見平

地区における地区拠点整備事業」を実施するために、多額の経費を要

すると見込まれる。

このほかには、平成１８年度当初予算と比べ、高齢化・少子化対策

や生活保護費等の増により扶助費は約４億円の増、市債の返還のため

の公債費は約１億円の増、定年退職者への退職手当等により人件費は

約３億円の増など義務的経費で約８億円の増が予想される。

なお、市債の発行残高については、平成１７年度末現在で約４７６

億円であり、後世代に負担を先送りしないためにもプライマリーバラ

ンスの均衡を失することなく今後も健全な財政運営を持続することが

肝要である。

以上が現時点での平成１９年度の見通しであるが、実施計画策定に

おける財政推計においても、歳入については大幅な増額が望める状況

にはなく約５３１億円と見込まれ、歳出は義務的経費の増加などによ

り約５０３億円が見込まれており、この歳入歳出見込みの差額約２８

億円で実施計画を策定せざるを得ず、事業の評価、とりわけスクラッ

プアンドビルドなど費用対効果を意識し、さらに財源を確保する予算

編成を行わなければならない。
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Ⅲ 予算編成の基本方針

この厳しい状況下において、市民ニーズの的確な把握と効果的な事

業の執行が求められている中、地方分権時代にふさわしい都市経営に

努めるとともに、行政財産を利用した広告収入など新たな歳入源の創

出や健全な財政運営に向けた取り組みを推進していかなければならな

い。

各部局においては、第２次行政改革大綱に位置付けられた補助金の

見直し、各特別会計への繰出金の削減等の実施事項を実行することは

もとより、業務計画や業務棚卸評価を活用して積極的に全ての事業を

見直し、廃止や休止を検討するほか、事業コストの縮減、優先順位を

踏まえた事業選択を徹底するとともに、市民ニーズに即した施策を展

開するため、次に掲げる方針により予算を編成することとした。

なお、平成１９年度には統一地方選が実施されるが、行政の継続性

を保ち、計画的に事業を推進するために通年予算を組むこととする。

１ 一般財源の枠配分

平成１８年度予算編成より、各部局が主体的に事業の方向性を判

断し、より一層、質の高いサービスの提供とコスト意識の向上を図

り、効率的な行政運営を行うために従来の積み上げ方式から一定の

予算枠を各部局に付与する枠配分方式が導入されたが、平成１９年

度も引き続き同方式を取り入れた予算編成を行う。

各部局においては業務計画及び業務棚卸評価との整合を図り、既

存の事務事業に固執することなく、事務事業の優先度に応じて取捨

選択を行った上で、枠配分された一般財源と事務事業に係る特定財

源をもとに予算を編成するものとする。
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なお、平成１９年度の枠配分予算（第一次経費）については、平

成１８年度当初予算をベースとし、マイナスシーリングは実施しな

い。

（１）事務事業の見直しに当たっては、第２次行政改革大綱の重点事

項に位置付けられている行政評価制度の一環として進めている業

務棚卸評価により、経済性・効率性を考慮した事業手法を選択す

ること。

（２）業務計画を活用し、事業の優先度を十分勘案した予算配分を行

うこと。

（３）特定財源については、国・県支出金などのほか、自治総合セン

ター、地域活性化センターなどの各種団体の補助制度等の対象と

なる可能性を精査し、最大限の活用、財源の確保を図ること。

２ 実施計画事業について

実施計画事業については、計画の重点施策の実現に向けて事業の

採択を行ったところであるが、予算要求に当たっては実施計画事業

の採択通知に提示した事業費を限度とし、さらに事業内容の精査に

より要求額を抑えるよう努めること。

３ 市民との協働について

限られた予算の中でより効果的に事業を展開するため、市民の参

加・参画による協働事業を事業手法として考慮すること。

また、市民との協働事業を行う際は、市民と行政の役割と責任を

明確にするとともに、市民や関係団体との十分な調整の上で予算要

求を行うこと。
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Ⅳ 予算編成に当たっての留意事項

１ 年間予算の編成

事務事業の計画的な執行を図るため、年間予算を見積もること。

見積りにあたっては、平成１７年度の決算状況を踏まえること。

２ 歳入に関する事項

歳入の見積もりに当たっては、社会経済情勢の動向、過去の実績

等を精査分析し、地方行財政に関する国の制度改正の動向等の情報

収集に努めることとし、それに係わる財源を正確に捕捉し、過大、

過小とならないよう留意すること。

（１）市 税

市税収入については、国から地方への税源移譲や定率減税の廃

止などの税制改正を見込んで推計した額を基に、平成１８年度の

課税状況等を考慮し、確実に当初予算に反映させること。

また、引き続き適正な賦課、徴収に努め、より一層の収納率の

向上に取り組み、市税負担の公平を期すること。

（２）分担金及び負担金

国庫補助基準等がある場合は、その基準を考慮しつつ、受益者

負担の原則に基づき、受益と負担のバランスの適正化を図ること。

（３）使用料及び手数料

市民の負担の公平を確保するため、利用者負担の割合の適正化

を図ること。

なお、指定管理者制度と利用料金制度を合わせて導入した場合、

施設の使用料は指定管理者の収入となるので、詳細な事項につい



- 7 -

ては、財政課と協議すること。

（４）国・県支出金

国庫補助負担金は国や県の動向に注意を払い、補助対象事業の

範囲、補助率及び期間等施策に関する情報を把握し、的確に見積

もること。特に、国庫補助負担金の一般財源化、交付金化又はス

リム化されるもの及び国庫補助負担金改革の進展に合わせて廃止

・縮減、スリム化される県支出金については、積極的に情報の把

握に努め、平成１９年度予算に反映させること。

（５）市 債

市債については、償還が及ぼす将来の財政負担を考慮し、慎重

な運用に努めること。

３ 歳出に関する事項

（１）第二次経費の要求

第二次経費の予算要求は、総合計画事業費のほか、福祉的施策

に係わる経費、特別会計への繰出金、政策的判断により実施する

ことが決定された事務事業等を対象に行う。

また、公共施設の老朽化にともなう大規模修繕費（１件あたり、

１３０万円を超える施設に係る修繕費）に係る修繕についても、

一件査定を行う。

（２）第一次経費の要求

枠配分対象経費となる第一次経費の区分は、平成１９年度経費

区分基準表による。

枠配分対象経費の歳出予算は、それぞれの事務事業の実施にと

もない収入される特定財源と枠配分された一般財源をもとに組み
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立て、要求すること。

また、枠配分対象経費による事業のうち、実施計画事業として

採択された当該事業の拡充分がある場合は、拡充部分については

第二次経費として要求すること。

なお、小規模修繕費（１件あたり、１３０万円以下の施設に係

る修繕費）に係る修繕については、原則として枠配分内での調整

とするが、市民の安全安心の観点から緊急を要する修繕について

は、財政課と別途協議をすること。

枠配分の範囲内で行われた予算要求については、基本的に尊重

されるものとする。ただし、当初予算において事業費への一般財

源の充当を機械的に枠内におさめ年度途中で不足額を生じさせた

り、特定財源を過大に見積もり歳入欠陥を生じさせたりしないこ

と。

また、計上する科目については年度の途中で科目更正のないよ

うに留意すること。

なお、予算要求基準に定める経費のうち金額が明記されている

事項については、それぞれに定める基準によることとし、金額が

明記されていない事項については、予算を編成する際の指針とす

ること。

（３）実施時期が確定していない事業用地の先行取得は、原則認めな

い。

（４）補助金・負担金

補助金については 「茅ヶ崎市における補助金等の見直しにつ、

いて」で示した見直し基準を適用した結果を当初予算に反映させ

ること。
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なお、補助団体等とは意見交換を密にし、見直し基準について

十分に説明を行うなど、削減、廃止について理解を得るよう努め

ること。

また、各種行政協議会等の負担金については、前年度に引き続

き削減、廃止に努めること。

（５）人件費

義務的経費である人件費の増加対策として、本年３月に策定さ

れた第３次定員適正化計画に基づき、非常勤嘱託職員や臨時職員

及び再任用職員の有効な活用、協働の推進、民間活力の導入によ

る一層効率的な体制作りを推進し、引き続き人件費の削減に向け

た取り組みに努めること。

４ 特別会計に関する事項

各会計とも 「３歳出に関する事項（１）第二次経費の要求」に、

準ずること。

本市の厳しい財政状況を考慮し、各特別会計に対する繰出金・負

担金については、平成１８年度予算額を超えないことを目途に、可

能な限り一般会計への負担の軽減を図ること。

そのためには、特別会計は、事務事業を絶えず見直し、経営改善

の徹底に努めること。

（１）国民健康保険事業

医療給付費が増加するなか、国保加入者の一般又は退職者国保

の分類を的確に整理するほか、診療報酬請求書の点検業務をさら

に徹底し、給付内容を検証するとともに、保険料収入については、

収納率の向上に努めること。
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(２）下水道事業

下水道処理区域の拡大とともに、既設管路等の維持管理費が増

加しているため、維持管理計画等に基づき効率的な運営を行い経

費を抑制すること。また、負担の公平の観点から使用料の収納率

の向上に努めること。

受益者負担金についても、使用料と同様、負担公平の観点から、

適正な徴収に努めること。

下水道施設整備事業について、雨水幹線整備計画等に基づき事

業量を精査すること。また、国庫補助金の動向を見極め、財源の

確保に努めること。

（３) 老人保健医療事業

一般会計における老人保健事業等との連携により、高齢者の健

康増進を図り、医療費の抑制に努めること。

（４）介護保険事業

介護保険事業については、平成１８年３月に策定した「第３期

介護保険事業計画」に基づき、計画的かつ円滑な事業運営に努め

ること。

（５）用地先行取得事業

平成１９年度は、既に借り入れた市債の償還に要する経費を見

積ること。

（６）病院事業

病院事業については 「茅ヶ崎市立病院経営計画」に基づき、、

より一層経営の健全化に努めること。併せて一般会計の負担が軽

減できるように努めること。
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５ その他予算要求書作成に関しては、経費区分基準表、予算要求基

準及び平成１９年度当初予算（第一次経費・第二次経費）見積書作

成要領に基づくこと。



１　枠配分対象経費

災害補償費、恩給及び退職年金

※ 　経常的及び臨時的経費の考え方は、従来のとおりです。

2　枠配分対象外経費

（ただし、建築課及び教育施設課の見積額によるもの）

シ　１点単価が100万円以上の備品購入に係る経費

ス　車両購入に係る経費（ただし、用地管財課の購入に係るものは除く。）

セ　その他政策的経費として、実施計画事業以外の政策的判断を要するもの

　（ただし、庁議等により、政策決定を受けたものに限る。）

※

キ　特別会計に係る経費

オ　災害復旧費・予備費

ケ　第３次定員適正化計画関連施策（定員適正化計画に基づく減員の手法に関わる経費）

サ　公有財産購入費

　枠配分対象外経費については、予算要求後、一件審査を行います。

第二次経費

第一次経費

※ア、イ、の該当する事業については、枠配額提示の際、通知します。

ク　一件130万円を超える施設等に係る改修及び修繕に要するもの（大規模修繕）

コ　第４次実施計画事業に位置付けられた事務事業（協働事業含む）

　なお、枠配分対象外経費は、次の経費とします。

イ　扶助費（福祉的施策に該当する事業）

ウ　公債費

カ　特別会計へ支出する繰出金等（市立病院事業費負担金を含む）

ア　人件費（ただし、第一次経費に該当するものは除く。）

　枠配分対象外経費は、第二次経費として要求してください。

■平成１９年度経費区分基準表

　なお、枠配分対象経費は、次の経費とします。

　枠配分対象経費は、第一次経費として要求してください。

ウ　その他、第二次経費以外のもの

イ　 平成１８年度第二次経費のうち、債務負担行為設定分、継続費及び、平成１９年度経

　常化する事業費（ただし、福祉的施策及び実施計画事業費を除く）

区　　分 注意事項等

ア　人件費のうち、非常勤特別職報酬、非常勤嘱託員報酬、非常勤嘱託職員報酬及び、

  これらに係る社会保険料、議員期末手当、共済組合等負担金の議会、消防本部のもの
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1 平成１８年１１月７日（火曜日）・午後５時

及び提出場所 本庁舎７階、第一会議室

2 提出書類 (1)　歳入・歳出予算集計表　　　　　　　　　　　　　　　　１部※

(2)　歳入予算要求書（第一次経費）              　　　　　１部※

(3)　歳出予算要求書（第一次経費）              　　　　　１部

(4)　継続費要求書（新規のみ）　　　　　　　　　　　　　　２部

(5)　継続費に関する調書（新規・更新とも）　　　　　　　　２部

(6)　債務負担行為要求書（新規のみ）　　　　　　　　　　　２部

(7)　債務負担行為に関する調書（新規・更新とも）　　　　　２部

(8)　賃金説明書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部

(9)  自動車等購入要求調書　　　　　　　　　　　　　　　　１部

(10) 廃止科目等に関する調　　　　　　　　　　　　　　　　１部

●　(1)～(3)は必ず提出してください。 (4)以降については必要に応じて提出して

  ください。

●　予算の要求に際しては、必要に応じて図面・資料等を２部添付してください。

※　歳入・歳出予算集計表の書式は、イントラの財政課予算決算事務書式集（エク

　セル）からダウンロードしてください。

※　歳入の充当については、他課の事業に充当しているものがあるので注意してく

　ださい。

※　予算要求書については、歳入、歳出要求書を別冊とし、課等ごとに通し番号を

　を付設し、部等一括で提出してください。

3 事業名の変更等 　事業名等は原則として１８年度予算説明書に記載された名称を用いることになり

ますが、予算科目・事業の新設・変更を必要とする場合は、事前に財政課と協議の

上、「歳入科目・歳出科目登録依頼票」を提出してください。なお、科目を新設・

・変更した旨、財政課より連絡をさせていただきますが、内容に誤りがないか必ず

確認してください。

4 入力開始日 平成１８年１０月２日（月）から

5 予算査定について 　第一次経費については、原則として査定を実施しませんが、理事者ヒアリングを

実施します。

  （ただし、要求した内容について確認することがありますが、ご了承ください。）

6 一次経費の予算要求 (1)　歳入予算のうち 、国・県支出金等は 、補助対象事業費 、補助基本額、補助

書の作成について 　 率等算出の基礎を詳細に記入してください。

(2)　歳出科目については 、経常的経費と臨時的経費に分類し、経常的経費につい

　 ては００１番から 、臨時的経費のうち翌年度以降経常的経費になるものについ

　 ては５００番から 、当年度のみの臨時的経費については８００番から付番し、

 　作成してください。

(3)　「報酬」の説明欄には根拠条例を記入してください。

(4)　「委託料」の説明欄には算出の基礎 、本年度要求額 、前年度実績（見込み）

 　額及び前々年度実績額を記入してください。

(5)　「負担金補助及び交付金」説明欄には支出先 、支出根拠、本年度要求額及び

　 前年度予算額を記入してください。

7 その他 (1)　第一次経費の予算要求の対象経費については平成１９年度経費区分基準表を

　 参照してください。

(2)　事業概要については既存の事業についてはその成果を 、新規の事業について

　 は 、その期待される成果を含めて、事業の内容がわかるよう詳細に入力してく

    ださい。

提出期限

平成19年度当初予算(第一次経費)見積書作成要領

及び提出部数
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1 平成１８年１１月６日（月曜日）・午後５時

及び提出場所 本庁舎７階、第一会議室

2 提出書類 (1)　歳入予算要求書（第二次経費）　            　　　　　８部※

　　（ただし、福祉的施策に関する要求書は、２部）

(2)　歳出予算要求書（第二次経費）　　            　　　　９部

　　（ただし、福祉的施策に関する要求書は、２部）

(3)　継続費要求書（新規のみ）　　　　　　　　　　　　　　２部

(4)　継続費に関する調書（新規・更新とも）　　　　　　　　２部

(5)　債務負担行為要求書（新規のみ）　　　　　　　　　　　２部

(6)　債務負担行為に関する調書（新規・更新とも）　　　　　２部

(7)　賃金説明書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部

(8) 自動車等購入要求調書 　　　　　　　　　　　　　　　　１部

(9) 廃止科目等に関する調　　　 　　　　　　　　　　　　　１部

●　(1)～(2)は必ず提出してください。 (3)以降については必要に応じて提出して

  ください。

●  予算の要求に際しては、必要に応じて図面・資料等を９部添付してください。

※　歳入の充当については他課の事業に充当しているものがあるので注意してくだ

　さい。

※　予算要求書については、歳入、歳出要求書を別冊とし、要求書ごと右下に通し

　番号を付設し、提出してください。

3 事業名の変更等 　事業名等は原則として１８年度予算説明書に記載された名称を用いることになり

ますが、予算科目・事業の新設・変更を必要とする場合は、事前に財政課と協議の

上、「歳入科目・歳出科目登録依頼票」を提出してください。なお、科目を新設・

・変更した旨、財政課より連絡をさせていただきますが、内容に誤りがないか必ず

確認してください。

4 入力開始日 平成１８年１０月２日（月）から

5 予算査定について 平成１８年１１月１４日（火）より本庁舎７階第１会議室で実施します。

時間等については要求書提出期限後に調整させていただきます。

6 二次経費の予算要求 平成19年度当初予算(第一次経費)見積書作成要領に準じます。

書の作成について

7 その他 (1)　第二次経費の予算要求の対象経費については平成１９年度経費区分基準表を

　 参照してください。

(2)　事業概要については内容が分かるよう詳細に記入してください。

提出期限

平成19年度当初予算(第二次経費)見積書作成要領

及び提出部数
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予 算 要 求 基 準

節 及 び 細 節 積 算 基 準 及 び 注 意 事 項

1 報 酬 現行条例単価によること（支出の根拠条例を必ず記載すること）。

1 議 員 報 酬

2 既存の組織又は機関の必要性、人員、開催回数の再検討をするこ非 常 勤 特 別 職 報 酬

3 と。非 常 勤 嘱 託 員 報 酬

4 非常勤嘱託職員については、事前に職員課と協議すること。非 常 勤 嘱 託 職 員 報 酬

2 給 料

1 特 別 職 給

2 一 般 職 給

3 職 員 手 当 等 時間外勤務手当については、前年度当初予算額以内とすること。

4 共 済 費 臨時職員の雇用に要する共済費は、各課が見積もり、執行は、職員

1 課とする。ただし、労災保険料については、自課執行とする。共 済 組 合 等 負 担 金

災 害 補 償 基 金 負 担 金2

3 社 会 保 険 料

5 災 害 補 償 費

1 災 害 補 償 費

6 恩 給 及 び 退 職

年金

恩 給 及 び 退 職 年 金1

7 賃 金 計上に際しては、新規のもの、雇用人数・時間等に変更を伴うもの

1 賃 金 は、事前に職員課及び行政管理課と協議し、調整済みのものを要求す

ること。

単価については次の基準のとおりとするが、雇用に当たっては極力

抑制し、やむを得ず雇用する場合は、最小限の日数に抑えること。

賃金説明書を添付すること。

一 般 事 務 時給 ７８０円

保 育 士 ８８０円
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予 算 要 求 基 準

節 及 び 細 節 積 算 基 準 及 び 注 意 事 項

保 健 師 時給 １，２００円

清掃作業員 １，１２０円

８００円その他の現場作業員

給食調理員 ７５０円

栄 養 士 ８７０円

給食配膳員 ７２０円

施設用務員 ７５０円

８３０円夜 間 管 理 業 務 員

交通費相当分として、通勤距離１．５㎞以上の者について、次のと

おり支給する。

ア 交通機関利用者１勤務につき、５００円を限度として実費支給す

る。

イ 交通用具利用者１勤務につき、１００円を支給する。ただし、１

か月２，０００円を限度とする。

なお、臨時職員の雇用に要する共済費は、各課が見積もり、執行

は、職員課とする。

8 報 償 費 講師謝礼（大学教授程度） １時間当たり ２０，０００円以内

1 報 償 費 調査員、各種委員等への謝礼については現行単価以内で見積もること。

各種大会、行事等における記念品、参加賞は認めない。

9 旅 費 各種協議会等の県外視察は、会長市以外は認めない。

1 費 用 弁 償 全国大会等の出席は、認めない。

2 普 通 旅 費

10 交 際 費 平成１７年度実績額及び平成１８年度当初予算額を考慮し、支出の

1 交 際 費 内容等を十分に精査し、 節減に努めること。

11 需 用 費 積極的に抑制を図ること。

1 消 耗 品 費 財務事務に係るオンライン用のトナーは情報推進課で見積もる。

印刷用紙は、文書法務課で一括管理しているが、使用量の抑制に

努めること（用紙購入は、前年度以下に抑えること）。
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予 算 要 求 基 準

節 及 び 細 節 積 算 基 準 及 び 注 意 事 項

2 燃 料 費 平成１７年１０月から平成１８年９月までの実績及びガソリン等単

価の値上がりを考慮し見積もること。

3 食 糧 費 平成１７年度実績額及び平成１８年度当初予算額を考慮すること。

単価については、次の基準による。

茶 菓 等 ２００円以内

弁当・食事 ５２０円以内

報酬・報償費を支出する会議等では、食事は出さない。

4 印 刷 製 本 費 平成１７年度実績額及び平成１８年度当初予算額を考慮すること。

印刷物は、できる限り簡易印刷機を活用すること。特に会議資料

等内部印刷物は、茅ヶ崎市環境マネジメントシステムに基づき簡易

印刷機を使用すること。

5 光 熱 水 費 平成１７年１０月から平成１８年９月までの実績額を考慮するこ

と。（下水道使用料は、光熱水費で要求すること。なお、電気料につ

いて、施設を所管する課かいにあっては、過去の電力消費量を勘案し

要求するとともに、１年を通して時期により契約電力量と最大電力消

費量とに著しい乖離がある場合は、その傾向を把握し、契約電力の変

更を適宜行い経費の節減に努めること。）

6 修 繕 料 施設等の修繕は、緊急度等を考慮し、枠配分の範囲で計画するこ

と。１件１００万円以上の修繕は、工事請負費に計上すること。な

お、要求書に併せ見積書（１部）を提出すること。

7 賄 材 料 費 平成１７年１０月から平成１８年９月までの実績額を考慮するこ

と。

8 医 薬 材 料 費 平成１７年１０月から平成１８年９月までの実績額を考慮するこ

と。

9 飼 料 費 平成１７年１０月から平成１８年９月までの実績額を考慮するこ

と。

12 役 務 費 平成１７年１０月から平成１８年９月までの実績額を考慮するこ

と。

1 通 信 運 搬 費 納税通知書など一時的に多量に郵送するものを除き、一般事務的

な郵送料については、文書法務課において一括して見積もる。
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予 算 要 求 基 準

節 及 び 細 節 積 算 基 準 及 び 注 意 事 項

（事前に文書法務課と調整を図ること。）

2 広 告 料 平成１７年度実績額及び平成１８年度当初予算額を考慮すること。

3 手 数 料 平成１７年度実績額及び平成１８年度実績額（見込額）を考慮する

こと。

○車両等のリサイクル費用は、手数料で要求してください。

4 筆 耕 翻 訳 料 平成１７年度実績額及び平成１８年度実績額（見込額）を考慮する

こと。

5 火 災 保 険 料 平成１７年度実績額及び平成１８年度実績額（見込額）を考慮する

こと。

6 自動車損害保 用地管財課と協議をすること。

険料

7 保 険 料 平成１７年度実績額及び平成１８年度実績額（見込額）を考慮する

こと。

13 委 託 料 定例業務については、指定管理も含め、次の視点から再点検し、委

1 委 託 料 託料の削減を図ること。

○公共施設の管理水準の見直し（回数、時間、期間、人員など）

○委託業務の種類、内容、項目、数量、程度の見直し

○同種の委託業務は、統合を検討すること

事業の合理化、効率化を図る観点から新規委託をする場合は、事前

に職員課及び行政管理課と協議し調整したものを要求すること。

都 市 施 設 公 社 委 託 料2

3 平成１９年度から都市施設公社委託料、社会福祉事業団委託料、社 会 福 祉 事 業 団 委 託 料

4 文化振興財団委託料、シルバー人材センター委託料の細節は廃止しま文 化 振 興 財 団 委 託 料

5 すので、13-1委託料で要求してください。ｼ ﾙ ﾊ ﾞ ｰ ｾ ﾝ ﾀ ｰ人 材 委 託 料

14 使用料及び賃借料 基準の定まっているものは所定の額とする。

賃借料については、平成１７年度実績額及び平成１８年度実績額1 使 用 料 及 び 賃 借 料

（見込額）を考慮すること。

リース契約をしているものは、リース期間を記載すること。

下水道使用料は、光熱水費で要求すること。

パソコン等リース契約をしているものについては、リース期間終了

後においても使用可能な機器については、可能な限り再リースとする

こと。
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予 算 要 求 基 準

節 及 び 細 節 積 算 基 準 及 び 注 意 事 項

15 工 事 請 負 費 施設等の修繕のうち、１件１００万円以上の修繕は、工事請負費で

1 工 事 請 負 費 要求すること。

工事箇所図、見取図、見積書（１部）の資料を添付すること。

施設等の建設工事にあたっては、その仕様は標準的なものとするこ

と。

16 原 材 料 費 平成１７年度実績額及び平成１８年度当初予算額を考慮すること。

1 原 材 料 費

17 公有財産購入費 単価は、実勢価格を十分考慮し計上すること。買い換え価格は、関

1 係課と協議すること。公 有 財 産 購 入 費

土 地 開 発 公 社 保 有 分2

学 校 建 設 公 社 保 有 分3

18 備 品 購 入 費 必要性を十分検討すること。

1 備 品 購 入 費 更新については購入日を明記すること。

2 車 両 購 入 費

19 負担金補助及び 「茅ヶ崎市における補助金等の見直しについて」で示した見直し基

交付金 準を適用した結果を反映すること。

1 負 担 金 県下各市などで構成される行政協議会等の年会費、研修会等の負担

2 ､ 金は、原則として削減及び廃止の方向での見直しを行い、各協議会で補 助 金 交 付 金

の検討結果を踏まえ要求すること。

3 平成１９年度から土地開発公社補助金、都市施設公社補助金、社会土 地 開 発 公 社 補 助 金

4 福祉協議会補助金、文化振興財団補助金、シルバー人材センター補助都 市 施 設 公 社 補 助 金

5 金の細節は廃止しますので、19-2補助金、交付金で要求してくださ社 会 福 祉 協 議 会 補 助 金

6 い。文 化 振 興 財 団 補 助 金

シルバー人材センター補助金7

20 扶 助 費 件数、人数等の積算に当たっては、平成１８年１０月１日現在の人

1 扶 助 費 員を基礎に見積もること。

単価は、現行単価で要求すること。
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予 算 要 求 基 準

節 及 び 細 節 積 算 基 準 及 び 注 意 事 項

21 貸 付 金 資金運用に留意し、必要最小額の経費とする。

1 貸 付 金

22 補償補填及び賠 対象物件、数量など必要額を精査し、的確に計上すること。

償金

補 償 補 填1

賠 償 金2

23 償還金利子及び

割引料

償 還 金 利 子 及 び 割 引 料1

24 投資及び出資金

投 資 及 び 出 資 金1

25 積 立 金

1 積 立 金

26 寄 附 金

1 寄 附 金

27 公 課 費

1 公 課 費

28 繰 出 金 特別会計においては、経営の一層の効率化と健全経営の維持に取り

1 繰 出 金 組み、当該会計の現状及び繰出項目・内容を分析の上、一般会計から

の繰入金を可能な限り抑制すること。

29 予 備 費



6日（金） 7日（火） 4日（月） ～ 7日（木） 10日（水） 19日（金）

財政課長調整 理事者査定

8日（金）

13日（水）～27日（水）

6日（月） 11月30日（木）

第二次経費（福祉的施策経費）
ヒアリング（査定）

14日（火） 6日（水）

実施計画事業・特別会計・大規模修繕等
福祉的施策経費以外のもの
ヒアリング（査定）

＊日程につきましては、変更になることもありますのでご了承ください。

予
算
要
求
書
提
出
期
限

平 成 １９ 年 度 　予 算 編 成 ス ケ ジ ュ ー ル
９月 １０月 １１月 １２月 １月

部長査定

～

予
算
編
成
方
針
説
明
会

第
一
次
経
費
提
示

予
算
要
求
書
提
出
期
限

第
二
次
経
費

第
一
次
経
費
・
二
次
経
費
（
福
祉
的
施
策
経
費
）
予
算
内
示

29日（金）

各部局枠配分調整

第
一
次
経
費
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